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原告 部落解放同盟埼玉県連合会 外1名
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原告ら代理人弁護士 山 本

本準備書面で、原告らは被告準備書面2に対して必要な限度で反論し、さらに、被

差別部落をさらす行為への執着の強さや強固な悪意の存在を窺わせる近時の被告の言

動について、主張する。

第1 被告準備書面2に対する認否反論一

1 本件訴訟と無関係な被告主張

被告は、準備書面2において、①「全国部落調査事件当時の前提は、現在の情

報環境では成り立たない｣、②「『曲輪クエスト」の内容は学問の自由として保護

されるに値する｣、③「原告埼玉県連は極めて反社会的な団体である」という主張

を展開している。しかし、これらの主張は、本件訴訟において、原告の損害賠償

請求が認容されるかの判断には関わりのない事実に関するものである。
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2 全国部落調査事件に関する司法判断は本件にそのまま妥当すること（①に対する

反論）

（1）被告の主張

被告は、全国部落調査事件の判決における事実前提が、判決後の情報環境の変

化によって弱まっていると主張し、その根拠として、「国立国会図書館デジタル

コレクションの充実」と「生成AIの普及による探索・照合コストの劇的低下」

をあげる。

（2）前提の誤り

しかし、記事掲載差止めは、「人格権を侵害された者は、人格権に基づき、加

害者に対して、現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予

防するため、侵害行為の差止めを求めることができる」という北方ジャーナル事

件最高裁判決以来の判断の枠組みに沿って行われるものであり、全国部落調査事

件高裁判決では、その「人格権」には「差別されない権利」が含まれるという判

断が示された。

被告が主張しているように、「被告の表現が公知情報に対してどれほど新たな

危険を上乗せしたのか」が問題とされるわけではない。被告の主張は、判断枠組

みの設定からして誤っているのであって、「情報環境の変化」が本件における差

止めの可否の判断に影響を及ぼすことはなく、被告の主張立証は無意味である。

（3）「公知情報」とはなにかに関する主張の誤り

ア 国立国会図書館デジタルコレクションについて

被告の述べる「デジタルコレクションの拡充」とは、個人向けに、国会図書

館のデジタルコレクションの一部の資料がオンライン送信されるサービスが開

始されたことをさすと思われるが、同サービスが開始されたのは2022年5
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月であり、全国部落調査事件の確定判決である高裁判決の出た2023年6月

より前である。

そして、このサービス以前から、国会図書館の蔵書の検索や資料の複写依頼

をインターネット経由で行うことは可能であり、国会図書館に足を運べば図書

館で資料の内容を確認することはできていたのであるから、「拡充」を問題に

する意味はない。

もちろん、被差別部落を特定する目的で資料の検索を行うこと自体が差別的

な行為であることは指摘するまでもない。

生成AIについて

被告は、生成AIであるChatGPTの検索結果を証拠として提出してきたが、

本件訴訟における証拠価値は皆無である。

ChatGPTは、質問に対して回答を行い、問答の中で情報を提供する形式をと

っており、会話内での利用者による過去の入力を記憶している（そのため、

ChatGPTは、個人に適合したセラピストとして使えるとも言われている)。従

前のやりとりや質問のしかたによって、AIが提供する回答はそれぞれ異なっ

てくる。被告が提供するChatGPTの回答は、あくまでも被告の質問に対する

ChatGPTの対応に過ぎず、他の人間が同じ質問をすれば異なる回答がなされる

のであるから、回答＝客観的事実ではない。ChatGPTの回答を「公知情報」と

することはできないのは、当然である。
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（4）結論

全国部落調査事件高裁判決は、実際に不当な扱いを受けたということがなくて

も、情報が流通するだけで「差別されない権利」の侵害が認められるという判断

を示したものであるが、その判断に際しては、「①上記のとおり、部落差別は我

が国の歴史的過程で形成された身分差別であり、明治4年の太政官布告により制
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度上の身分差別はなくなったものの、今日においてもなお本件地域の出身者等で

あることを理由とする心理面における偏見、差別意識が解消されていないことか

ら認められる当該問題の根深さ、②本件地域の出身等であるという理不尽、不合

理な理由に基づく不当な扱い（差別）がこれを受けた者のその後の人生に与える

影響の甚大さ、そして、③インターネットの普及により、誰もが情報の発信者及

び受信者になることができ、情報の流通範囲は広がったものの、その便宜さの反

面において、誤った情報、断片的な情報、興味本位な情報も見受けられるように

なったことから、これに接することによって差別意識が植え付けられ増長するお

それがあり、現にインターネット上における識別情報の摘示を中心とする部落差

別の事案は増加傾向にあること（認定事実）等に鑑みると、本件地域の出身者等

であること及びこれを推知させる情報が公表され、一般に広く流通することは、

一定の者にとっては、実際に不当な扱いを受けるに至らなくても、これに対する

不安感を抱き、ときにそのおそれに怯えるなどして日常生活を送ることを余儀な

くされ、これにより平穏な生活を侵害されることになる」と、進展する情報化社

会の中で、被差別部落ないし部落出身者等をさらす行為が人権侵害に当たること

を指摘したものであって、その趣旨は当然現在も妥当する。

へ
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被告の行為は「学問の自由」「表現の自由」の行使にはあたらない（②に対する3

反論）

（1）被告の主張

被告は、特定の地域に被差別部落があること（地名の表示）は歴史的資料でも

明らかにされており、「部落探訪」（その後の改称後のものも含む。以下同様）も

この研究系譜に属するものであるとし、学問の自由及び表現の自由の保障の対象

となると主張する。
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（2）既存の資料や書籍との違い

被告は、甲1の部落名が記載されている資料があるとして、乙4（内容として

は乙5ないし7）、乙8、乙12、乙13（乙7と同一）をあげる。

乙5及び乙6は、解放出版社発行の雑誌『部落解放」（1976年6月号、7

月号）であり、乙7と乙12は『部落差別と冤罪～部落差別と冤罪」（1977

年8月出版)、乙8は「大阪市立大学同和問題研究室紀要』に掲載された「埼玉

県、山梨県、新潟県での現地研修記」（1990年3月）、乙12は『解放教育教

科書1～部落の歴史と現状』（1977年9月）の一部である。これらはその内

容から明らかなように、いずれも地域を特定することを目的としているものでは

なく、研究や報告のための資料である。そして、乙8以外はみな約50年前に出

版されたものであり、現在流通しているものではない。

また、いずれも、当事者の同意や承諾を得た上で、書籍や文書とされているも

のである。

本件で問題になっているのは、被差別部落として、特定の地域の地名を挙げ、

地域内の状況を詳細に写真で撮影し、住民のプライバシーを侵害する記事を、現

在、誰もが閲覧可能なインターネットに掲載することである。被告は、すでに絶

版になっている50年前の書籍に地名が記載されていることが、あたかも自らの

人権侵害行為を免罪するものであるかのどとくの主張を繰り返しているが、全く

的外れである。被告は、もちろん、対象となる地域や住民の同意や承諾を得ず

に、やめてほしいと繰り返し意思を伝え続けているにもかかわらず、判決や法務

局からの説示で、自らの行為が他人の人格権を侵害するものであることの指摘を

受けても、それを無視して、記事の掲載を続けているのであり、上記のような先

行資料と比較できるものではない。

（3）「学問の自由」の借称
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被告は、もっぱら被差別部落名をリストアップし、誰もが被差別部落に関する

情報にアクセスすることができるようにするために、「全国部落調査」を出版す

るということを公然と認め、これまで主張してきたように、これに代替するもの

として「部落探訪」を展開している。そして、その内容においては、どこが被差

別部落であるかを特定すること、誰が被差別部落出身者かということを特定する

のに必要な情報を提供することに、精力を傾けている。

全国部落調査事件において、2018年8月21日付で憲法研究者である木村

草太氏の意見言が同年10月に証拠提出されると、同月31日、被告は、「木村

草太大先生の提案に従い、示現舎に『※差別目的での利用は禁止します」との注

釈を付けました。これで憲法学者がやってよいとのお墨付きです。バンバン部落

探訪いたしますよ。いちやもん付ける奴は憲法を知らない馬鹿か差別者でしょ

う」とツイッター上で宣言し、被告示現舎ブログ上の「部落探訪」に「学術・研

究」という言葉をつける）ようになった。その点について、全国部落調査事件第

一審で実施された被告本人尋問で「タイトル変えればオーケーなんて木村意見書

は書いてない」と原告代理人に指摘されると、「これは皮肉でやっていることだ

から、そういうものだと思ってください」と「学術」目的が単なる借称であるこ

とを認めてもいる。

（4）結論

被告の本件記事の掲載は「学問の自由」「表現の自由」の行使として許容され

るものではない。

被告は、本件記事について、「特定個人の名誉・私生活上の事実を新たに摘示

するものではなく、集団単位の歴史・地理的事実と公的施設の所在等と言う公益

的情報の整理・提示である」などと主張しているが、これは、被差別部落に対す

る差別を全く理解していない、妄言である。被差別部落に対する差別は、「地
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域」という外形的な「地理的な事実」を契機として、その地域の住民やルーツを

持つ人が「被差別部落民」とみなされて忌避や排除の対象となり、結局各個人の

人格権が侵害されることとなるというものであり、地域をさらすことが直接人権

侵害につながるのである。

4 埼玉県連の活動に関する根拠を示さない誹誇中傷（③に対する反論）

被告の主張は、原告埼玉県連の活動とは無関係の活動まで含め、被告の「感

想」を展開するもので、ほとんどが本件訴訟や被告本人とは無関係の主張であ

り、認否の要を認めない。原告埼玉県連の執行委員長に関する記載も全く事実無

根であり、発信者不明のメールを付して行われた誹誇中傷である。

なお、被告の顔写真を示した資料（乙9）は、被告らが、「全国部落調査」事件

の審理中にも、全国各地の被差別部落や地域に所在する施設などを訪問した際

に、「取材」と称して地域住民や施設の職員から情報を提供させたり、施設内部の

写真撮影を行ったりすることがあり（その一部は「部落探訪」の記事の中にも記

載されている)、各地域から困惑・怒りの声があがったため、被害の拡大を防ぐた

めの手段として、限定された範囲で配布されたものである。裁判を傍聴していな

い．できない人たちは、被告らの容貌を知る機会がなかったから、被告らの容貌

を知らせに適切な対応をとるように周知する必要があった。また、顔写真は、被

告らが記者会見を行い、マスコミに撮影を促した際に撮影されたものであり、写

真の入手方法にもなんら問題はない。

これについて「行政や民間に圧力をかけて言論を封じる組織的な私的制裁」と

評する被告の認識こそ歪みきっている。
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第2 被告の言動について
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1 埼玉県下の地域についての「部落探訪」の追加掲載

被告は、本件訴訟において、裁判所から、原告が主張を整理して提出すること

を求められていた本年6月の後、相次いで、「曲輪クエスト」に埼玉県内の地域に

関する記事及び動画を掲載している。

本日までに、2025年8月6日 さいたま市大宮区（記事番号421）、同月

20日 さいたま市中央区（記事番号422）、同月27日 桶川市（記事番号4

23）、同年9月3日 さいたま市見沼区（記事番号424）の4本が掲載され

た。

これらの記事に対しては、さいたま市大宮区の記事が掲載された翌日である2

025年8月7日に、さいたま市長がさいたま地方法務局長宛に削除要請を行い

（甲79）、桶川市の記事が掲載された当日である同月27日に、桶川市長が同じ

くさいたま地方法務局長宛に削除要請を行っている（甲80)。これらの要請はい

ずれも、記事の掲載を「人権擁護上許容しえない」としている。

一方、被告に対しては、本年7月10日付で、東京法務局長から「インターネ

ット上における識別情報の摘示による人権侵犯事件について（説示)」がなされて

いる（甲81）。説示の内容は、「当該記事で摘示されている情報は、特定の地域

が同和地区である、又は同和地区であったとするものであるところ、このような

情報を摘示することは、個人のプライバシー等を侵害するおそれの高いものであ

って、人権擁護上許容しえないものである。／よって、貴殿に対し、上記の情報

を摘示することの不当性を認識し、十分自戒するとともに、人権尊重の理念につ

いて正しい理解を深め、『示現舎』ウェブサイトから当該記事を削除した上で、今

後、二度と同様の行為を行うことのないよう説示する」というものである。な

お、被告は、本説示が届いたことについて、旧ツイッターXの「神奈川県人権啓
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発センター」のアカウントで、同月16日、「【定例】東京法務局人権擁護部から

またお手紙が届いた」と題して公開し、画像でもその内容を明らかにしている

（甲82)。

埼玉県下の地域を特定した上記4記事の掲載は、本件訴訟の係属中、原告の主

張整理後に行われたというばかりではなく、この東京法務局からの説示を受けた

直後に行われているものである。被告が、司法や行政当局を軽視・愚弄し、被差

別部落を特定してさらす行為を続けることに執着していることは、この事実から

顕著に窺われる。

一

2 被告の「政治活動」への進出

被告は、本年7月7日、「人権TV」を展開している「神奈川県人権啓発センタ

ー」について「別のフェーズに入る」として、神奈川県選挙管理委員会に政治団

体として設立する旨の届出をし、8月7日、10月26日投開票の川崎市市長選

挙に立候補する旨の記者会見を行った。報道によれば、被告は、「ヘイトスヒ。－チ

解消法や川崎市のヘイトスヒ。－チ防止条例は表現の自由を侵害するので、廃止を

目指す」「在日コリアンが集まって住む地域は治安が悪く、住宅が密集しており、

放火されたら危険なので、更地にして開発すべきだ」「施策が具体性に欠け市内企

業・市民の利益にかなっていない。『人権」や『共生』、『ダイバーシティー（多様

性)」といった言葉は禁句にしてもいい。もっと分かりやすい言葉に置き換えた

い」などと発言したという。

「政治団体神奈川県人権啓発センター」は、被告の発信によれば「エセ同和の

撲滅」をも活動の目的としており、被告は、「宮部龍彦（みやべたつひこ）＠川崎

市長選」というアカウントで、Xで積極的に投稿を行っており、その中には、部

落や解放同盟に関するものも多い。

グー
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今後、被告が、選挙活動や政治運動と称して、原告らの差別解消のための活動

の妨害を行うことが危倶される。

第4 裁判所に求めること

すでに原告埼玉県連執行委員長の陳述書（甲76）で明らかにしたように、本件訴

訟では被告によって19市町33地区が「部落探訪」に掲載された（番外編とされた

三郷市を含む)。そして、この19市町のうち13市1町（熊谷市、狭山市、加須

市、川越市、深谷市、久喜市、白岡市、本庄市、坂戸市、上尾市、三郷市、幸手市、

行田市及び杉戸町）には、原告埼玉県連の支部が存在し、支部がない鶴ヶ島市、日高

市、川口市には会員が存在し、それぞれ川越、坂戸、県連直轄で支部に所属する形を

とっている。

原告代理人は、2024年10月に延べ5日間にわたって、すべての地域を廻り、

熊谷市を除く上記各支部の支部長から聴取を行い、全ての支部の支部長から「個人が

訴訟の原告になるのは、地域や家族の関係で、大きなハードルがあるため、難しい。

支部の総意として本件訴訟を支持し、支部員のために埼玉県連に訴訟の代行を行って

もらいたい」という意思を確認している。また、全ての支部長が、「子どもや孫、後

の世代のために一日も早く記事を消して欲しい」と要請していた。

市ごとに、本件部落探訪でとりあげられている地区を記事番号・証拠の順で示

す。なお、前述のとおり、本件提訴・請求の拡張の後、20 24年9月から10月に

熊谷市（記事番号380ないし382）、本年8月からさいたま市（記事番号42

1，422，424）及び桶川市（記事番号423）が掲載されるに至っている。

狭山市 7（甲2）、293（甲14）

加須市 42（甲3）、363（甲63）

＝
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熊谷市 106 (甲1)

川越市 118（甲4）、163（甲5）

深谷市 189（甲6）、190（甲7）、191（甲8）

白岡市 234（甲9）

本庄市 285（甲10，11）、286（甲12）、287（甲13）

日高市 294（甲15）

坂戸市 295（甲16）

鶴ヶ島市 296（甲17）

入間市 306（甲18）

志木市 319（甲19）

川口市 333（甲20）

上尾市 357（甲57）、358（甲58）

杉戸町 359（甲59）

幸手市 360 (甲60)

久喜市 361（甲61）、362（甲62）

行田市 368（甲64）

へ

支部というもっとも会員に近い組織において、支部長が支部員から上記のような意

見を聴取していることは非常に重要である。すでに第4準備書面で主張したことでは

あるが、裁判所におかれては、住民らにとって地域が晒されることによって永続的か

つどこまで拡散するか分からない膨大なリスクを抱え続けること、将来生じうる損害

を回避しすでに生じた損害を回復するための手段が限定されていることを十分に認識

し、原告埼玉県連の任意的訴訟担当該当性を認める判断をされるよう、強く求める。

へ

以_卜

1]



令和5年

原 告

被 告

(ワ）第2913号 オンライン記事掲載差止等請求事件

部落解放同盟埼玉県連合会 外1名

宮部 龍彦

聿冒

証 拠 説 明 (甲79～82）

2025年9月5日

さいたま地方裁判所第2民事部 御中

原告代理人弁護士 山 本 志

作成

年月日

備
考

号
証

標 目

(原本・写しの別）
作成者 証 輝 旨

U －

V
へ

さいたま市長が市内の地域が

「曲輪クエスト」に掲載され

ていることについて、さいた

ま法務局に、プロバイダーヘ

のサイト削除要請など必要な

措置を講じることなどを求め

ていること。

「インターネット上の同

和地区に関する識別情報

の摘示事案の削除要請に

ついて（依頼）」と題す

る文書

さいたま

市長清水

勇人

写
し 2025/8/679

桶川市長が市内の地域が「曲

輪クエスト」に掲載されてい

ることについて、さいたま法

務局に、プロバイダーヘのサ

イト削除要請など必要な措置

を講じることなどを求めてい

ること。

「インターネット上の同

和地区に関する識別情報

の摘示事案の削除要請に

ついて（依頼）」と題す

る文書

桶川市長

小野克典

写
し 2025/8/2780

へ

「インターネット上にお

ける識別情報の摘示によ

る人権侵犯事件について

（説示）」と題する文書

（抄本）

東京法務局長から「部落探

訪」の記事について、人権擁

護上許容しえないので、削除

するように書面での説示が行

われていること．

写
し

東京法務

局長山口

敬之

2025/7/1081

被告が「神奈川県人権啓発セ

ンター」のアカウントで、東

京法務局の説示があったこと

及び説示書面を公開している

こと。

投 稿

写
しSNS Xへの投稿 被告82

2025/7/16

1
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甲第ワツ号証
蕊 本

市市人第1450号

令和7年8月6日

さいたま地方法務局

局長 山川 都資 様

さいたま市長 清水 勇人

インターネット上の同和地区に関する識別情報の摘示事案の削除要請について（依頼）

日頃から本市の人権行政の推進について格別なる御理解と御協力を賜り、厚くお礼申し上

げます。

さて、標記の件につきまして、下記インターネット上において、本市における特定の地域が

同和地区である､又はあったとするものである情報が摘示されている事実を確認いたしました。

このような情報を摘示することは、その行為が不当な差別的取扱いをすることを助長し、又

は誘発する目的に基づくものであるか否か、また、当該地域がかつての同和地区であったか否

かにかかわらず、個人のプライバシー、名誉、不当に差別されない法的利益等を侵害するおそ

れが高いものであり、人権擁護上、許容し得ないものであります。

このことから、貴職におかれましては、平成30年12月27日付、法務省からの依命通知、

「2部落差別の特殊性を踏まえた識別情報の摘示に関する考え方」の見解に基づき、プロバイ

ダヘのサイト削除要請など、必要な措置を直ちに講じていただくとともに、こうした問題の発

生防止に向けて適切な対応を図っていただきますよう改めてお願い申し上げます。

一

記

（1）曲輪クエスト(421) さいたま市 大宮区 三橋 3丁目

URL : https:/Ijigensha.infb/2025/08/06/kuruwa-42 1 /へ

さいたま市市民局市民生活部

人権政策・男女共同参画課

担当：新藤・青木

048－829－1132（直通）

048－829－1969

電話

FAX



甲第《0号証

桶人第139号

令和7年8月27日

さいたま地方法務局

局長 山川 都資 様

桶川市長 小野 克典

インターネット上の同和地区に関する識別情報の摘示事案の削除

要請について（依頼）

日頃より本市の人権行政の推進について格別なる御理解と御協力を賜り、厚

くお礼申し上げます。

さて、標記の件につきまして、下記インターネット上において、本市におけ

る特定の地域が同和地区である、又はあったとするものである情報が摘示され

ている事実を確認いたしました。

このような情報を摘示することは、その行為が不当な差別的取扱いをするこ

とを助長し、又は誘発する目的に基づくものであるか否か、また、当該地域が

かつての同和地区であったか否かにかかわらず、個人のプライバシー、名誉、

不当に差別されない法的利益等を侵害するおそれが高いものであり、人権擁護

上、許容し得ないものであります。

このことから、貴職におかれましては、平成30年12月27日付、法務省

からの依命通知、「2部落差別の特殊性を踏まえた識別情報の摘示に関する考

え方」の見解に基づき、プロバイダヘのサイト削除要請など、必要な措置を直

ちに講じていただくとともに、こうした問題の発生防止に向けて適切な対応を

図っていただきますよう改めてお願い申し上げます。

記

( 1 ) JINKEN. TV #323桶川市若宮

URL : https : //j inken. tv/watch?v=bSgCyvG7YtQ

へ

へ

（2）曲輪クエスト(423)桶川市若宮2丁目

URL : https : //j i gensha. info/2025/08/27/kuruwa-423/

桶川市企画財政部 人権・男女共同参画課

担当：柳川・野本

電話 048－788－4907

Mail jinken@city. okegawa. 19. jp



甲第3｜号証口 暉

2擁1第4（）9

令和7年7月10

草

画
万

ｐＨ

示現舎合同会社

代表社員 宮 部 龍 彦 殿

＃蛇，.･･､令・,‘“｡､．､膿f･P･予駄…-聖...…律,－－＝′，

f,‐ " ..Y丘“△r､:_: ；;
‘ －．－．． …‘P.._､.‘.d:：Q_;…
野 ､｡.,今宇,._｡ ,盆 ･

悪ざ■f〃
戸 一望▽、｡ ' も●一 己､ﾛｰP △-.画､地ﾛ- ,℃,,Uﾃロ■
省I:1－．今,"_,､
き＊6．i, 拝－－-一･･"'･･､‘
”ざ 一一 ｡｡…‐．．＆

９
ｆ
Ｊ
、
１

東京法務局長 山 、 敬

ｊ
古
角
‐
孔
Ｔ
Ｇ
ｆ
９
ｆ
ｌ
Ｒ
●
Ｊ
ｊ
Ｊ
ｒ
ｆ

“
ぬ
．
．
《
“

》一ロ
．咄蛇一

軒

」？（・、‐・・：‐．“’。，認一
Ｉ

へ

【

ｆ
ｆ
ｌ
・
Ｐ

奄

孝胡将‐》一一・一
一
一
一
一
一
一

“
ｆ
繩
・
葱
珊
洋
バー

、
日
‐
Ｂ
心
ｂ
‐
ｐ
少
４
．
凸
■
。
。
毛

｜
ロ
ー
‐
恥
‐
・
安
ど
卜
い
ロ

グ｛一一Ｏみ，ｆ・ｔｊ０ｆ．・４沙
一
脚

》》二‐季。ｑ■ｐ
ｐ２Ｐ。

Ｌ

一
巳
日
■
ザ
－
４
．

５
日
“
ｑ
，
鼎
ｑ

。
。
。
１
２
６
労
１
８
口
４
分
←
ｈ
‐
Ｐ

■ｆ閏６
．‐’‐‐’５．ｈ日弓町

一
・
一

剥

剖
や
‐
睡
寺
。
’
鼻
虹
患
零
４
‐
ざ
子
分
奴
典

インターネット上における識別情報の摘示による人権侵犯事件について

（説示）

標記事件について、当局において調査した結果、下記1の事実が認められたので、

下記2のとおり説示します。

記

1 事実

潰殿は、示現舎合同会社の代表社員であるが、平成27年12月頃から、自身

がインターネット上で管理する、「示現舎」ウェブサイト(URL :

https ://jigensha. info)上において、特定の地域が同和地区である、又はあった

と摘示する「曲輪クエスト」などと題する記事を含む別表の記事（令和7年6月

17日現在）を掲載した。

2 説示

当該記事で摘示されている情報は、特定の地域が同和地区である、又は同和地

区であったとするものであるところ、このような情報を摘示することは、個人の

プ‘ライバシー等を侵害するおそれが高いものであって、人権擁護上許容し得ない

ものである。

よって、貴殿に対し、｣二記の情報を摘示することの不当性を認識し、十分自戒

するとともに、人権尊重の理念について正しい理解を深め、「示現舎」ウエブサ

イトから当該記事を削除した上で、今後、二度と同様の行為を行うことのないよ

う説示する。

へ

へ
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